
｜世界人道サミット｜防災は実行可能 

 

【イスタンブール IDN＝ジャック・N・クーバス】 

 

先進工業諸国 G７のほとんどを含め、世界の指導者の多数が欠席したことは、間違いなく

深い失望感を引き起こすものだった。しかし、国際連合７０年の歴史で初めて開かれた世

界人道サミットは、国際外交の恥ずべき失敗として歴史に埋もれることはないだろうし、

この種のものとしては最後の会議になることもないだろうと専門家らはみている。 

 

ドイツのアンゲラ・メルケル首相を除いて G７首脳らは揃って欠席したことが注目を浴び

たが、１７３カ国・約９０００人がイスタンブールで開催された世界人道サミットに出席

した。この中には約６０人の元首もいたが、そのほとんどが途上国からの参加であった。 

 

すべての主要メディア、企業、非政府組織（NGO）もまた、毎日の本会議、１５の特別分

科会、１３２の委員会会合にサイドイベントというタイトなスケジュールをこなした。こ

れらの会合は、人道的危機と、その背景にある原因、すなわち、紛争、経済的・環境的持

続可能性の欠如、排除の問題の解決に関心を持つすべての利害関係者を巻き込むことを目

的としていた。 

 

とりわけ目を引いたのは、主要宗教と並んで比較的新興だが活発に人道支援活動に加わっ

ている様々な宗教を基盤とした団体の積極的な参加があったことだ。 

 

High-Level Leaders’ Roundtable on “Managing Risks and Crises Differently” 
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国連の潘基文事務総長がサミット開催を提案したのは２０１２年のことだが、その後、中

東・北アフリカ地域（MENA）から移民が大量に流出し、こうした難民の扱いを巡って２

８か国からなる欧州連合（EU）が厳しい対応を迫られる事態に直面したことから、このサ

ミットはより大きな意義を獲得することになった。 

 

紛争地帯において全ての戦闘当事者から民間人を保護するという基本的なルールが無視さ

れる事態（＝国際的武力紛争における新たな側面）が進行していることも、ハイレベル会

合を開催するさらなる理由づけになっている。世界人道サミットでは、国際人道法と戦争

法が、会議参加者によってしばしば言及された。 

 

しかし、世界人道サミットの中心的な取り組みは、天災のみならず人災によって生命が危

険に晒されている、世界で１億３０００万人に及ぶ人々の苦しみを緩和する解決策を見出

そうとすることにあった。とりわけサミットでは紛争や災害発生後に現場で難民らに物資

を提供するといった従来の人道支援のあり方から、社会基盤を強化するなどして、難民な

ど人道支援を必要とする人を生みにくくするための支援への転換が強調された。 

 

Syrian and Iraqi refugees arrive from Turkey to Skala Sykamias, Lesbos island, Greece. 
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実際、サミットの行動が明確に焦点を

当てた事項は、防災と、人道支援活動

におけるコスト削減の問題であった。 

 

サミット初日にあたる５月２３日、国

連国際防災戦略事務局（UNISDR）の

ロバート・グラッサー国連事務総長特

別代表（防災担当）は、温室効果ガス

の排出が大幅に削減されなければ、リ

スク削減の取り組みが大きな効果を

上げるのは困難になるだろうと警告した。 

 

災害への事後的対処ではなく予防に焦点を当てることは、加盟国の利益になるとグラッサ

ー特別代表は語った。というのも、被災者の数という点でも、経済的なコストという点で

も、予防策の方がより効果的なアプローチだからだ。グラッサー特別代表は、国際社会の

大多数の国々がこの目標に向けて真摯に協調していくことに関して楽観しているとの見解

を述べた。 

 

「災害リスクを削減しようとする私たちのあらゆる取り組みも、温室効果ガス排出削減で

大きな進展がみられない限り、無に帰してしまうことでしょう。その帰結は、伝染病の蔓

延や、高潮の発生、旱魃等、それが原因で紛争が引き起こされる恐るべきものになるでし

ょう。」とグラッサー特別代表は説明した。 

 

国連国際防災戦略事務局（UNISDR）の計画では、加盟国が３つの行動領域において完全

に協力することを期待している。 

 

（a）災害損失データベースの構築。これは強靭なインフラを構築していくための投資ガイ

ドラインとなる。 

（b）過去からのデータの利用。しかし同時に将来のリスク予防にも体系的に役立つもの。

「気候変動や人口増加、都市化といった背景的なリスク発生要因を考慮に入れて、国際

Special Representative for Disaster Risk Reduction 
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社会には将来の災害損失について現

実的な予測が必要です。」とグラッサ

ー氏は強調した。 

（c）そうした過去の経験を考慮に入れ  

合理的に決定する政府によるイン 

フラ計画。 

 

「これは、洪水地帯に病院を建設するといった類のものとは異なることを意味します。防

災は経済計画の主要な要素にならなければなりません。」とグラッサー特別代表は結論づけ

た。 

 

これらの目標を達成する時間枠は２０３０年である。これは、２０１５年３月に日本の仙

台市で開催された第３回国連防災会議で採択された UNISDRの「仙台防災枠組み２０１５

－２０３０」と軌を一にしたものである。 

 

それにしても、こんなに野心的で複雑な計画がこの期限までに結果を残せる可能性はどの

程度あるのだろうか？ 

 

「もちろん１００％です。」「私たちは、最終的には完全予防を目指しています。問題は、

パリで開催された国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議（COP２１）でなされた決定

（＝パリ協定）に国連加盟国がどの程度参加し、実行するかという点にかかっています。」

とグラッサー特別代表は INPS-IDN の取材に対して語った。 

 

「しかし、全体的に成功するか否かは、多くの要素や、そうした取り組みに関わろうとす

る利害関係者の意志にかかっています。この目標を追求するには、途上国の履行能力を強

化する必要があります。とりわけ、後発開発途上国、小規模な島嶼・内陸開発途上国、ア

フリカ諸国、そして、開発戦略の優先課題がまちまちな多くの中所得国における能力強化

が重要です。」と仙台枠組みの詳細に詳しい代表らは INPS-IDN の取材に対して語った。 

 

人道支援に伴うコストの問題は、すべての国連加盟国にとっての大きな懸念事項となって
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いる。従って、３０のドナーや援助

機関の代表らが人道支援の財源に関

する一連の改革案について、世界人

道サミットの場で合意したと発表し

たことは、会場に安堵感をもたらし

た。 

 

このイニシアチブは、緊急支援をよ

り効率的かつ経済面で効果的に行う

ことを目指したものだ。その目標は、

今後５年間で実務コストを毎年１０億米ドル削減することにある。この額は、人道支援に

かかる費用全体のうち１０％にも満たない。 

 

「グランド・バーゲン」（重要取引）と名付けられた基本文書は、人道支援のために世界中

から集められた多額の資金を処理する管理方法を改善するためにより強力なドナーや援助

機関の間でなされた一連の公約として提示されたものだ。 

 

例えば公約には、透明性の向上や予算策定上の国際基準の遵守、署名者間での意思疎通と

協力の継続、データ入力と報告形式・手続きに関する共通プロセスの履行といった措置が

含まれている。 

 

予算策定と、下請け機関を通じた諸活動への資金提供について現在のやり方を変えること

は、「多くの人たちが考えている以上にずっと複雑なこと」だとオランダのリリアン・プロ

ウメン開発相は語った。プロウメン開発相は、上記の基本文書を取りまとめたハイレベル

チームの一員であった。 

 

世界人道サミットの際に個人的に話を聞かせてくれた現場の専門家は、「グランド・バーゲ

ン」に関するコンセンサスに向けた交渉が難航したことを念頭に、こうした計画の実行可

能性について懐疑的であった。 

 

 

UN Secretary-General Ban Ki-moon (left) with Turkish 

Prime Minister Recep Tayyip Erdoğan (right) 
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援助機関は困難な状況にある人びとに現金を供給す

る傾向があるが、米国の組織はこれに強く反対してい

る。また、資金利用に伴う説明責任の問題も、ほとん

どの大手ドナーにとって懸念事項であり続けている。 

 

だとするならば、このサミットの後に何が残るのだろ

うか？ 「これは一回限りのイベントではありませ

ん。」「これは単に始まりに過ぎないのです。」とグラ

ッサー特別代表は INPS-IDN の取材に対して語っ

た。 (05.27.2016) INPS Japan/ IDN-InDepthNews 

 

*ジャック・N・クーバスは INPS/IDN トルコ特派員。 
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